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決算事務手続きの流れと留意点
　４月に入り多くの組合では、決算書の作成や総会準備で一番忙しい時期を迎えてい
るかと思います。決算期における各書類の通知・提出期限は下記のとおりです。また、
留意点について紹介します。

　「地方法人税法」「地方税法の一部を改正する法律」等により、平成26年10月１日以降に開始する事業年度
から、国、県、市町村について、下記の税率が適用されます。 ※協同組合等に関する税率を掲載

平成26年10月１日以降開始の事業年度から税率が変わっています。

国　　　税
■法人税（上記による変更はなし） ■地方法人税（新設）

・法人税額の4.4%

県　　　税
■事業税（変更）
・年400万円以下の所得　　2.7%　→　3.4%
・年400万円を超える所得　3.6%　→　4.6%

■地方法人特別税（変更）
・事業税の81%　→　43.2%

■県民税の法人税割額（変更）
・出資金が１億円以下
　法人税額の5.0%　→　3.2%
・出資金が１億円超　
　法人税額の5.8%　→　4.0%
■県民税の均等割額
　（上記による変更はなし）

市　町　村　税
■法人税割額（変更）
　制限税率　法人税額の14.7%　→　12.1%
　標準税率　法人税額の12.3%　→ 9.7%

■均等割額（上記による変更はなし）

特 集

上記項目の番号は左頁の留意点の番号と一致します。
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事 務 手 続 き 留 意 点

①年度末締切 正確な財務諸表作成のため、必要な決算整理手続き等を行う。
・脱退者の出資金を「未払持分」に振り替える。
・棚卸表作成、帳簿整理、元帳等の締切
・組合員の移動状況を確認し、組合員名簿を整備する。

②事業報告書及び決算関係書類
の作成

組合会計基準に沿った事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書、
剰余金処分案（又は損失処理案）を作成する。

③監事に決算関係書類等を提出 監事に決算関係書類等を提出し、監査を依頼する。

④監査の実施 監事は、会計帳簿や決算関係書類に誤りや記載漏れ等がないか、剰余金
処分案（又は損失処理案）が法令及び定款に適合しているか等に留意し
て監査を実施し、理事に監査報告書を提出する。
※会計監査の権限のみを有する監事は、事業報告書を監査する権限がな
いことを監査報告書に明記する。

⑤出資金変更登記 通常総会の開催にかかわらず、年度末から４週間以内に登記申請する。

⑥理事会招集通知の発送 理事会開催の１週間以上前までに発送する。（定款変更により短縮可能）
なお、理事全員の同意があれば招集手続きの省略可能。

⑦理事会の開催 監査を受けた決算関係書類等の承認、通常総会の開催日時及び場所、通
常総会提出議案について審議する。

⑧決算関係書類等の事務所備置き 事業報告書及び決算関係書類を通常総会開催日の２週間前までに主たる
事務所に備え置く。
※ 組合員及び組合の債権者から閲覧又は謄写の求めがあれば、正当な理
由なく拒むことはできない。

⑨通常総会招集通知の発送 通常総会開催の10日前までに到達するよう発送する。（定款変更により
短縮可能）なお、組合員全員の同意があれば招集手続きの省略可能。
※総会資料を同封する。

⑩通常総会の開催 事業年度終了後、２か月以内に開催する。
（定款変更により３か月以内に変更可能）

⑪理事会の開催 通常総会で役員改選を行った場合、理事会を開催し代表理事等役職理事
を選任する。

⑫通総総会終了後の手続き ・総会議事録の作成
・剰余金処分（又は損失処理）による振替処理
・未払持分の払い戻し
・利用分量配当、出資配当の支払い

⑬確定申告及び納税 通常総会で決算確定後、決算日から２か月以内に申告・納税を行う。

⑭決算関係書類等の提出 ・決算関係書類（通常総会終了後、２週間以内）
・役員変更届（役員就任後、２週間以内）
・定款変更認可申請書（総会終了後、速やかに）

⑮代表理事変更登記 代表理事就任後、２週間以内に申請する。
・代表理事が変更の場合は、印鑑届も必要。
・代表理事が再選の場合も登記が必要。

⑯その他変更登記 組合名称、地区、公告方法、事務所の所在地など定款変更の内容が登記
事項である場合、定款変更認可書到達後２週間以内に申請する。

事 務 手 続 き の 留 意 点


